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地域づくりにおける地域包括ケアシステムの概要・意義

いつまでも元気に暮らすために   

生活支援・介護予防

住まい

■在宅系サービス：
・訪問介護 ・訪問看護 ・通所介護
・小規模多機能型居宅介護
・短期入所生活介護
・24時間対応の訪問サービス
・複合型サービス
（小規模多機能型居宅介護＋訪問看護）等

・自宅
・サービス付き高齢者向け住宅等

相談業務やサービスの
コーディネートを行います。

日常の医療：
・かかりつけ医、有床診療所
・地域の連携病院
・歯科医療、薬局

老人クラブ・自治会・ボランティア・NPO 等

・地域包括支援センター
・ケアマネジャー

通院・入院
通所・入所

病院：
急性期、回復期、慢性期

病気になったら   

医 療 介護が必要になったら   

介 護

■介護予防サービス

我がまちの高齢化の進捗状況と資源を把握したうえで地域をデザインする必要がある

地域のあらゆる活動にアプローチして構築する「地域包括ケアシステム」

・高齢化の進展

・後期高齢者の増加

・団塊世代の高齢化

・担い手の減少（住民・専門職等）

・血縁から地縁への転換、さらなる関係性の希薄化

・自治組織自体の高齢化・次世代の担い手不足

・産業構造の脆弱化

【高齢者】

【担い手】

【地域】

地域全体としての姿を
デザインし直す必要性

保健・医療・福祉だけの問題では

なく、他産業も含めた地域全体の

問題として捉える必要性がある

＜高齢者施策の視点からみた地域づくり＞

地域包括ケアシステムの構築（そのための地域支援事業、総合事業等）

関係者、住民、すべての人が

地域に向き合って考えて行か

なければならない

地域包括ケアシステムは、地域のあらゆる活動にアプローチしなければ構築できない
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介護保険制度の主な改正の経緯
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平成17年改正（平成18年4月等施行）
○介護予防の重視（要支援者への給付を介護予防給付に。地域包括支援センターを創設し、介護予防ケアマネジ
メントを実施。特定高齢者施策を含む介護予防事業、包括的支援事業などの地域支援事業の実施）

○小規模多機能型居宅介護等の地域密着サービスの創設、介護サービス情報の公表、負担能力をきめ細かく反映
した第１号保険料の設定 など

平成20年改正（平成21年5月施行）
○介護サービス事業者の法令遵守等の業務管理体制整備。
平成22年 特定高齢者を二次予防対象者に名称変更

平成23年改正（平成24年4月等施行）
○地域包括ケアの推進。24時間対応の定期巡回・随時対応サービスや複合型サービスの創設。
介護予防・日常生活支援総合事業の創設。介護療養病床の廃止期限の猶予（公布日）

平成26年改正（平成27年4月等施行）
○地域医療介護総合確保基金の創設
○地域包括ケアシステムの構築に向けた地域支援事業の充実（在宅医療・介護連携、認知症施策の推進等）
○全国一律の予防給付(訪問介護・通所介護)を市町村が取り組む地域支援事業に移行し、多様化
○特別養護老人ホームの入所者を中重度者に重点化

平成２９年改正（平成３０年４月等施行）
○全市町村が保険者機能を発揮し、自立支援・重度化防止に向けて取り組む仕組みの制度化
○「日常的な医学管理」、「看取り・ターミナル」等の機能と「生活施設」としての機能を兼ね備えた、
介護医療院の創設

令和２年改正（令和３年４月施行（予定））
○地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応する市町村の包括的な支援体制の構築の支援
○医療・介護のデータ基盤の整備の推進
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市町村に求められる視点 2

■１ 自分達の市町村（地域）において、高齢者を自立して生活をするための

支援の仕組みを考える

その仕組みづくりのために、必要な活動のために役に立ちそうな

事業を地域支援事業を活用してつくる
■2

国や都道府県から提示されている事業を見渡し、地域に必要な事業を

実施する（すべての事業を必須で実施する姿勢から脱却する）
■3
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例）奈良県生駒市

市町村に求められる視点 2

生駒市では、市の職員と地域包括支援センターが一緒に、地域包括ケアの進化・推進に向けて取組んできた。
一例として、通所型サービスCを起点として、「住民互助となる支え合いの仕組みが生まれる」、「認知症サポーター養成講座により認知症支え隊が生ま
れる」など、1つの事業を通して、住民とも連携して、地域に必要な事業展開へ広がりを持たせてきた。
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市町村の姿勢 3

■１ 住民が主役である事を明確にし、行政は住民の力を信じる

行政が一方的に指示をするのではなく、効果的な手法を住民に
提示し、住民が主体的に「介護予防」や「相互生活支援」に

取り組める環境をつくる

■2

介護保険事業者を始め関係者に、市町村の方針を明確に伝え、その

趣旨を理解している事業者や団体に、介護予防の活動に参加してもらう
■3



7

市町村の姿勢 3

例）高知県高知市

出典：H31.3月これからの地域づくり戦略（厚生労働省）を一部改編

住民が主体となって行うことができる運動機能向上の体操を考案し、地域に根付くように専門職が支援を行う取組を実施。
住民が主体となって取り組むことができるよう、住民を対象にサポーターを養成。専門職は開始時に技術支援を行い、フォローも実施。



振り返り・まとめ

１
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地域包括ケアシステムの構築は地域づくりの視点をもち、

あらゆる資源に対してアプローチすることが重要

あるべき我がまちの姿の実現に向かい、保険者は

必要な事業やツールを自分達で取捨選択することが求められる

住民の力を信じ、行政や専門職等も含め、

「介護予防」や「相互生活支援」などに取り組める環境をつくる
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